
勝浦市告示第４８号

勝浦市企業版ふるさと納税実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、勝浦市が行うまち・ひと・しごと創生寄附活用事

業（以下「事業」という。）に対する法人からの寄附金を財源とし

て、活力あるまちづくりを推進することを目的とする。

（適用範囲）

第２条 この要綱の適用となる寄附は、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）における主たる事務所又は事業所を市外に有している法人

からの寄附によるものとする。

（寄附の使途）

第３条 この要綱に基づき寄附された寄附金（以下「寄附金」とい

う。）は、内閣府に地域再生計画として認定された事業に充てるも

のとする。

（寄附の申出）

第４条 寄附をしようとする法人は、あらかじめ市長に勝浦市企業版ふ

るさと納税寄附申出書（別記第１号様式）を提出することにより、

寄附を申し出るものとする。

（寄附の下限）

第５条 寄附金の下限は、１０万円とする。

（寄附金の受領等）

第６条 市長は、寄附金を受領する場合、事業費が確定する前にあって

は地域再生計画に記載した寄附金額の目安の範囲内で、事業費が確

定した後にあっては事業費の範囲内で受領するものとする。

２ 市長は、前項の事業費が確定する前に寄附金を受領した場合、事業

費が確定した後に、寄附を行った法人（以下「寄附者」という。）

に対して事業費確定通知書（別記第２号様式）により通知するもの

とする。



３ 市長は、寄附の申出又は受領した寄附金が公序良俗に反すると考え

られる場合は、寄附の受入れを拒否し、又は受領した寄附金を返還

することができる。

（受領証の交付）

第７条 市長は、寄附金を受領したときは、寄附者に対し、地域再生法

施行規則（平成１７年内閣府令第５３号）第１４条第１項に規定す

る受領証を交付するものとする。

（マッチング支援に係る業務委託）

第８条 市長は、企業版ふるさと納税を広く法人から募るため、本事業

に関心のある法人とのマッチングに関し、次の各号に掲げる基準の

いずれかの要件を満たす法人又は団体にその支援を業務委託するこ

とができるものとする。

(1) 市内に事務所又は事業所を有する法人又は団体で、勝浦市との連

携のもと地域活性化に関する事業を行うもの

(2) 過去２ケ年間に市、国(公社、公団を含む。)又は他の地方公共団

体との間で２件以上の契約を締結し、これらをすべて誠実に履行し

た法人又は団体で、契約を履行しないこととなるおそれがないと認

められるもの

(3) その他市長が認める法人又は団体

（寄附に対する謝意等）

第９条 市長は、寄附者に対して、次の区分により謝意を表すものとす

る。ただし、寄附者が辞退したときは、この限りでない。

(1) 寄附金額が２００万円以上の場合 訪問による感謝状の贈呈

(2) 寄附金額が５０万円以上２００万円未満の場合 郵送による感謝

状の贈呈

(3) 寄附金額が５０万円未満の場合 郵送による礼状の贈呈

２ 前項第１号に規定する感謝状の贈呈方法は、寄附者と協議の上、決

定するものとする。

（公表）



第１０条 市長は、寄附者の名称、寄附金額等について、市のホームペ

ージへの掲載、その他適当な方法により、公表するものとする。ただ

し、寄附者の了承が得られない場合は、その限りでない。

（補則）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。

附 則

この告示は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この告示は、令和３年７月１日から施行する。



別記第1号様式（第4条関係）

勝浦市企業版ふるさと納税寄附申出書

年 月 日

勝浦市長 様

法 人 名

（法人番号 ）

代表者名 （代表者印）

本社住所

貴市の 事業 を応援するため、下記のとおり寄附を申

し出ます。

記

１ 寄附申出額 円

２ 希望する寄附方法について（いずれかにチェックをお願いします）

□ 市の納付書による納付

次の金融機関等にて納付できます。

□ 口座振込による納付（手数料のご負担があります。）

市が指定する普通預金口座に、金融機関の窓口や ATM から納付いただきます。

３ 寄附金の納付予定時期 年 月

４ 法人名と寄附申出額の公表について（いずれかにチェックお願いします）

□ 希望する（法人名と寄附申出額）

□ 希望する（法人名のみ）

□ 希望しない

５ 担当者連絡先

※ 寄附いただく額は、年度ごとの事業費の範囲内となります。

※ 寄附金の受領後、税額控除に必要となる受領証を送付いたします。

本申出により、寄附者は以下全てについて宣誓します。

１．寄附者は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋又はこれらの関係者その他

反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）ではないこと。

２．寄附者の役員、寄附者の経営権を実質的に有する者又は寄附者の使用人(以下「役員

等」という。）が反社会的勢力に属していないこと。

３．寄附者又は役員等が反社会的勢力の維持運営に協力又は関与していないこと。

千葉銀行 みずほ銀行 千葉興行銀行（県内） 京葉銀行（県内） 銚子信用金庫（県内）

房総信用組合 いすみ農業協同組合 東日本信用漁業協同組合連合会（県内）

ゆうちょ銀行・郵便局（関東各都県及び山梨県所在に限ります。また、納期限内に限ります。）

所属： 氏名：

住所： 電話番号：

【勝浦市における反社会的勢力に対する基本方針】

勝浦市は反社会的勢力と認められる個人・法人・団体からの寄附については受け入れず、
また、受入後に寄附者が反社会的勢力であることが判明した場合には返還いたします。なお、

受け入れた寄附金については、上記の場合を除いて返還できませんのでご了承ください。



第 2号様式(第 6条関係)

事業費確定通知書

年 月 日

住 所

法人名

代表者

勝浦市長 印

年 月 日付けで貴社から寄附を受領した、まち・ひと・しごと創生寄附

活用事業について、 年度の事業費が確定しましたので、下記のとおり報告

いたします。

記

１.事業の名称

２.確定した事業費及び当該事業に対する寄附の受領額

確定した事業費 円

当該事業に対する寄附の受領額 円

うち、貴社からの寄附の受領額 円


